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　（総則）

第１条　令和７年度結城市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 戸

（２） ｍ

（３） ｍ

（４） 円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

第１款 千円

千円

千円

支　　　出

第１款 千円

千円

千円

千円

千円　　第４項 予 備 費 ５，０００

　　第２項 営 業 外 費 用 ７０，９７４

　　第３項 特 別 損 失 ２００

　　第２項 営 業 外 収 益 １２１，４６３

水 道 事 業 費 用 １，２３５，３１５

　　第１項 営 業 費 用 １，１５９，１４１

主 要 な 建 設 改 良 事 業 ７５１，９９６，０００

水 道 事 業 収 益 １，４０５，４０７

　　第１項 営 業 収 益 １，２８３，９４４

令和７年度　結城市水道事業会計予算

給 水 戸 数 ２１，１１４

年 間 総 給 水 量 ５，３４４，０００

一 日 平 均 給 水 量 １４，６４１
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額３６０，０６０千円は、過年度分損益勘定留保

　資金等１６０，０６０千円、減債積立金２００，０００千円で補填するものとする。）　

収　　　入

第１款 千円

千円

千円

千円

千円

支　　　出

第１款 千円

千円

千円

千円

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

証　券　発　行 きる。

５，０００

普　通　貸　借 4.0％ 　借入先の融資条件による。ただし、企業財政その他

水 道 事 業 又　　　は 以 内 の都合により繰上償還又は低利に借換えすることがで

償　　還　　の　　方　　法

　　第２項 企 業 債 償 還 金 ２８８，７６０

起 債 の 目 的 限　　　度　　　額 起 債 の 方 法 利　　率

　　第３項 予 備 費

　　第４項 補 助 金 ２，０００

資 本 的 支 出 １，０４５，７５６

　　第１項 建 設 改 良 費 ７５１，９９６

　　第２項 負 担 金 ７，５５７

　　第３項 加 入 金 １９，１３９

資 本 的 収 入 ６８５，６９６

　　第１項 企 業 債 ６５７，０００
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　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　第１項

　第２項

　第３項

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

　経なければならない。

千円

千円

（棚卸資産の購入限度額）

第９条　棚卸資産の購入限度額は、１５，９６９千円と定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年２月２６日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　結城市長　　小　林　　　栄

　　２ 交 際 費 １０

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

　　１ 職 員 給 与 費 ９２，２３５
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水 道 事 業 会 計 説 明 資 料





収　　　　　入

水道事業収益

営業収益

給水収益

その他営業収益

営業外収益

受取利息及び配当金

負担金

長期前受金戻入

雑収益

項 目 予  定  額 （千円） 備               考

令和７年度　結城市水道事業予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款
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支　　　　　出

水道事業費用

営業費用

原水及び浄水費

配水及び給水費

総係費

減価償却費

資産減耗費

その他営業費用

営業外費用

支払利息及び企業債取

扱諸費

水道事業審議会費

雑支出

消費税

特別損失

固定資産売却損

過年度損益修正損

予備費

予備費

款 項 目 予  定  額 （千円） 備               考
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収　　　　　入

資本的収入

企業債

企業債

負担金

負担金

加入金

加入金

補助金

補助金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予  定  額 （千円） 備               考
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支　　　　　出

資本的支出

建設改良費

施設整備費

量水器費

第４次拡張事業費

配水管更新事業費

企業債償還金

企業債償還金

予備費

予備費

款 項 目 予  定  額 （千円） 備               考
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     円      円      円

１.  営業収益

(１) 給水収益

(２) 受託工事収益

(３) その他営業収益

２.  営業費用

(１) 原水及び浄水費

(２) 配水及び給水費

(３) 総係費

(４) 減価償却費

(５) 資産減耗費

(６) その他営業費用

     営業利益

３.  営業外収益

(１) 受取利息及び配当金

(２) 負担金

(３) 長期前受金戻入

(４) 雑収益

４.  営業外費用

(１) 支払利息及び企業債取扱諸費

(２) 水道事業審議会費

(３) 雑支出

     経常利益

５.  特別利益

(１) 固定資産売却益

(２) 過年度損益修正益

令和６年度　結城市水道事業予定損益計算書

（ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで ）
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６.  特別損失

(１) 固定資産売却損

(２) 過年度損益修正損

     当年度純利益

     前年度繰越利益剰余金

     その他未処分利益剰余金変動額

     当年度未処分利益剰余金
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     円      円      円      円

     資産の部

１.  固定資産

(１) 有形固定資産

イ   土地

ロ   建物

     減価償却累計額 △ 106,384,027

ハ   構築物

     減価償却累計額 △ 9,040,693,839

ニ   機械及び装置

     減価償却累計額 △ 2,134,190,017

ホ   車両運搬具

     減価償却累計額 △ 9,064,350

ヘ   工具器具及び備品

     減価償却累計額 △ 11,231,485

ト   建設仮勘定

     有形固定資産合計

(２) 投資その他の資産

イ   投資有価証券

     投資その他の資産合計

     固定資産合計

２.  流動資産

(１) 現金預金

(２) 未収金

     貸倒引当金 △ 3,711,313

(３) 貯蔵品

令和６年度　結城市水道事業予定貸借対照表

（ 令和７年３月３１日 ）
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(４) 前払金

(５) その他流動資産

     流動資産合計

     資産合計

     負債の部

３.  固定負債

(１) 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てるための企業債

     企業債合計

(２) 引当金

イ   修繕引当金

     引当金合計

     固定負債合計

４.  流動負債

(１) 一時借入金

(２) 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てるための企業債

     企業債合計

(３) 未払金

(４) 前受金

(５) 引当金

イ   賞与引当金

ロ   修繕引当金

     引当金合計

(６) その他流動負債

イ   下水道料金預り金
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ロ   農集排使用料預かり金

ハ   その他流動負債

     その他流動負債合計 

     流動負債合計

５.  繰延収益

(１) 長期前受金

(２) 長期前受金収益化累計額 △ 3,135,719,942

     繰延収益合計

     負債合計

     資本の部

６.  資本金

７.  剰余金

(１) 資本剰余金

イ   受贈財産評価額

ロ   受益者分担金

ハ   その他資本剰余金

     資本剰余金合計

(２) 利益剰余金

イ   減債積立金

ロ   利益積立金

ハ   建設改良積立金

ニ   当年度未処分利益剰余金

     利益剰余金合計

     剰余金合計

     資本合計

     負債資本合計

－ 381 －



令和６年度 結城市水道事業注記表  
１ 重要な会計方針に係る事項

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 個別法

（２）有形固定資産の減価償却の方法

・減価償却の方法 定額法（ただし、取替資産については取替法による）

・主な耐用年数

建物 ２４～５０年

構築物 ２５～４０年

機械及び装置 ８～２０年

車両運搬具 ５～６年

工具、器具及び備品 ４～６年

（３）引当金の計上方法

①退職給付引当金

職員の退職手当のうち追加的な費用については、一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

②賞与引当金

職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る共済組合負担金の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。

③貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率、貸倒懸念債権は簡便法により、破産更生債権等については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上している。
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（４）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表に関する注記

（１）賞与引当金の取り崩し

令和６年６月において、職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る共済組合負担金として１０，７０１千円を支給するため、賞与引当金６，９１７

千円を取り崩す。
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     円      円      円

１.  営業収益

(１) 給水収益

(２) 受託工事収益

(３) その他営業収益

２.  営業費用

(１) 原水及び浄水費

(２) 配水及び給水費

(３) 総係費

(４) 減価償却費

(５) 資産減耗費

(６) その他営業費用

     営業利益

３.  営業外収益

(１) 受取利息及び配当金

(２) 負担金

(３) 長期前受金戻入

(４) 雑収益

４.  営業外費用

(１) 支払利息及び企業債取扱諸費

(２) 水道事業審議会費

(３) 雑支出

     経常利益

５.  特別利益

(１) 固定資産売却益

(２) 過年度損益修正益

令和７年度　結城市水道事業予定損益計算書

（ 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで ）
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６.  特別損失

(１) 固定資産売却損

(２) 過年度損益修正損

     当年度純利益

     前年度繰越利益剰余金

     その他未処分利益剰余金変動額

     当年度未処分利益剰余金
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     円      円      円      円

     資産の部

１.  固定資産

(１) 有形固定資産

イ   土地

ロ   建物

     減価償却累計額 △ 110,566,210

ハ   構築物

     減価償却累計額 △ 9,370,079,705

ニ   機械及び装置

     減価償却累計額 △ 2,178,221,590

ホ   車両運搬具

     減価償却累計額 △ 9,635,850

ヘ   工具器具及び備品

     減価償却累計額 △ 11,435,369

ト   建設仮勘定

     有形固定資産合計

(２) 投資その他の資産

イ   投資有価証券

     投資その他の資産合計

     固定資産合計

２.  流動資産

(１) 現金預金

(２) 未収金

     貸倒引当金 △ 3,711,313

(３) 貯蔵品

令和７年度　結城市水道事業予定貸借対照表

（ 令和８年３月３１日 ）
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(４) 前払金

(５) その他流動資産

     流動資産合計

     資産合計

     負債の部

３.  固定負債

(１) 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てるための企業債

     企業債合計

(２) 引当金

イ   修繕引当金

     引当金合計

     固定負債合計

４.  流動負債

(１) 一時借入金

(２) 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てるための企業債

     企業債合計

(３) 未払金

(４) 前受金

(５) 引当金

イ   賞与引当金

ロ   修繕引当金

     引当金合計

(６) その他流動負債

イ   下水道料金預り金
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ロ   農集排使用料預かり金

ハ   その他流動負債

     その他流動負債合計 

     流動負債合計

５.  繰延収益

(１) 長期前受金

(２) 長期前受金収益化累計額 △ 3,246,397,427

     繰延収益合計

     負債合計

     資本の部

６.  資本金

７.  剰余金

(１) 資本剰余金

イ   受贈財産評価額

ロ   受益者分担金

ハ   その他資本剰余金

     資本剰余金合計

(２) 利益剰余金

イ   減債積立金

ロ   利益積立金

ハ   建設改良積立金

ニ   当年度未処分利益剰余金

     利益剰余金合計

     剰余金合計

     資本合計

     負債資本合計
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令和７年度 結城市水道事業注記表  
１ 重要な会計方針に係る事項

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 個別法

（２）有形固定資産の減価償却の方法

・減価償却の方法 定額法（ただし、取替資産については取替法による）

・主な耐用年数

建物 ２４～５０年

構築物 ２５～４０年

機械及び装置 ８～２０年

車両運搬具 ５～６年

工具、器具及び備品 ４～６年

（３）引当金の計上方法

①退職給付引当金

職員の退職手当のうち追加的な費用については、一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

②賞与引当金

職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る共済組合負担金の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。

③貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率、貸倒懸念債権は簡便法により、破産更生債権等については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上している。
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（４）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表に関する注記

（１）賞与引当金の取り崩し

令和７年６月において、職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る共済組合負担金として１１，１０７千円を支給するため、賞与引当金７，３２８

千円を取り崩す。
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（単位：円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益

減価償却費

資産減耗費

長期前受金戻入額 △ 110,677,485

賞与引当金の増減額

貸倒引当金の増減額

貯蔵品の増減額

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △ 96,448,711

前払金の増減額

前受金の増減額

受取利息及び配当金 △ 895,000

支払利息

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △ 47,269,425

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 686,086,366

受益者分担金による収入

負担金による収入

国庫補助金による収入

国庫補助金返還金による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 659,130,275

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入

建設改良企業債の償還による支出 △ 288,759,093

財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金増加額（又は減少額）

　資金期首残高

　資金期末残高

令和７年度　結城市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで ）
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給　 与　 費　 明　 細　 書

１　総　　　括

職　　員　　数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） (千 円) (千 円) (千 円) (千 円)

区 分

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

法定福利費

(千　　円)

合　　　計

(千　　円)
特別職

前
年
度

損益勘定支弁職員

本
年
度

合　　　計

資本勘定支弁職員

比

較

損益勘定支弁職員

合　　　計

△ 1,015 △ 559 △ 367

資本勘定支弁職員

合　　　計

管 理 職 扶 養 通 勤 特殊勤務 時 間 外 期 末 勤 勉 住 居 児 童 管理職員特地 域
合　　計

手

当

の

内

訳

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

勤務手当 手 当 手 当 手 当 手 当 別勤務手当

（千円） （千円） （千円）

本 年 度

△ 160比 較 △ 468 △ 246 △ 12

前 年 度
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２　給料及び手当の増減額の明細

給与改定に伴う増減分

普通昇給に伴う増減分

その他の増減分

その他の増減分

３　給料及び手当の状況

 （１） 職員１人当り給与

円

円

才

円

円

才

給 料

区 分 説 明 備 考
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

（千円） 　（千円）

６ 年 １ 月 １ 日現在 平 均 給 与 月 額

区 分 行 政 職

平 均 給 料 月 額

７ 年 １ 月 １ 日現在 平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

△ 10 新陳代謝に係る分

職員手当
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 （２） 初任給

円 円

円 円

 （３） 級別職員数

区　　　　　分 行　　政　　職
一 般 会 計 の 制 度

行 政 職

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職

区 分
級 職員数(人) 構成比(％)

１ 級

３ 級

２ 級

７年１月１日現在
４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

計
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（級別の基準となる職務内容）

 （４） 特殊勤務手当

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ６ 級 ７ 級

主 事
主 事 係 長 課長補佐 課 長 次 長

５ 級

技 師 補

代 表 的 な 職 種

区 分 全 職 種

行 政 職

部 長行 政 職
技 師
主 事 補

技 師 主 幹 係　　長 室 長 課 長

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）

７年１月１日現在）

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 り
平 均 支 給 月 額 円 ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務
緊急出動手当

手 当 の 名 称
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　（５） 期末手当・勤勉手当

　（６） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　（７） その他の手当

３５年勤続の者 最 高 限 度
備 考

月分 月分 月分 月分 加 算 措 置 等 特 別 昇 給

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計（月分）
職制上の段階、職務の

備 考
６ 月(月分） １２ 月(月分）

級等による加算措置

前 年 度 有

本 年 度 有

有

支 給 率 等
定年前早期退職
特　例　措　置

区　　分
そ の 他 の 退 職 時

国 の 制 度

２０年勤続の者 ２５年勤続の者

国 の 制 度 定年前早期退職
特　例　措　置（支給率等）

差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

地 域 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 差
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企業債
建設改良
積 立 金

損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

1 資本的支出 1 建設改良費

本 町 浄 水 場
及 び 林 浄 水 場
自 動 制 御 盤 等
更 新 事 業

計

継　続　費　に　関　す　る　調　書
全　　体　　計　　画

前前年度
末までの
支払義務
発生額□
□

左 の 財 源 内 訳

款 項 事業名

前年度末
までの支
払義務発
生 見込
額

当該年度
支払義務
発生予定
額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額
□□

継続費の
総額に対
する進捗
率年度 年割額

当該年度
末までの
支払義務
発生予定
額
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過年度議決分

事       項

期  間 金  額 期  間 金  額 国県支出金 企 業 債 そ の 他

上 下 水 道 料 金

       －        －        －

シ ス テ ム 委 託

水 道 料 金 検 針 ・

       －        －        －

徴 収 等 委 託

浄 水 場 運 転 ・

       －        －        －

施 設 管 理 委 託

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令和７年度
から令和９

限        度        額 支払義務発生（見込）額 支 払 義 務 発 生 予 定 額 特    定    財    源

前 年 度 末 ま で の

       －

一 般 財 源

　　　　　（単位：千円）

当 該 年 度 以 降 の 左     の     財     源     内     訳

令和７年度

 年度まで 

 年度まで 

       － から令和９

 年度まで 

令和７年度
       － から令和９

       －

       －

       －
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区 分 借 入 年 度 借 入 額 償 還 金 現 額

平 成 年 度 円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

小 計

企　　業　　債　　借　　入　　額
（令和8年3月31日）

政府債
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区 分 借 入 年 度 借 入 額 償 還 金 現 額

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

令 和 元 年 度

公営企業債

地方公共団体
金融機構資金
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区 分 借 入 年 度 借 入 額 償 還 金 現 額

令 和 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

小 計

合                     計
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千円
１．　配　水　及　び　給　水　費

２．　建　　設　　改　　良　　費

　　　　　　合　　　　　　　　計

棚　卸　資　産　購　入　限　度　額　明　細　表

修 繕 費

材 料 費

量 水 器 費

－ 402 －



(款)  1 水道事業収益 (項)  1 営業収益 (単位　：　千円)

給水収益 水道使用料
その他営業収益 材料売却収益

手数料 申込手数料
道路占用手続手数料
水圧試験手数料
証明手数料
指定工事店申請手数料
指定工事店更新手数料

他会計負担金 下水道使用料徴収事務委託料
農業集落排水使用料徴収事務委託料

雑収益
          計

(款)  1 水道事業収益 (項)  2 営業外収益 (単位　：　千円)

受取利息及び配当金 預金利息
有価証券利息

負担金 負担金 消火栓維持管理等負担金
結城南部土地区画整理事業地内配水管
布設に伴う企業債利子負担金

長期前受金戻入 受贈財産評価額戻入
受益者分担金戻入
その他資本剰余金戻
入

雑収益 不用品売却収益
その他雑収益

          計
      合      計 △ 7,676

△ 48

△ 505

説                        明
区　　　　　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

金　　額

節
説                        明

収      入

目
区　　　　　分

本　年　度 前　年　度 比　　較

△ 8,711

△ 7,703
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(款)  1 水道事業費用 (項)  1 営業費用 (単位　：　千円)

原水及び浄 給料 1名
水費 手当 通勤手当

特殊勤務手当
時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
住居手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金
委託料 水質検査委託料

自家用電気工作物保安委託料
自家用電気工作物定期検査委託料
浄水場運転・施設管理委託料
浄水場取水井調査浚渫委託料
本町・林浄水場施設台帳管理委託料
浄水場施設環境整備委託料
本町・林浄水場自家用電気工作物定期
検査準備委託料
本町浄水場自家用発電機点検委託料
石綿管処分委託料
次亜塩素タンク等処分委託料
腸内病原菌細菌検査委託料
本町浄水場着水井調査委託料

賃借料 深井戸用地等賃借料
修繕費 林浄水場ろ過池ろ材交換修繕

機械器具修繕
動力費 本町・林浄水場及び取水井使用電気料

自家用発電機用燃料
補償金

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

支      出

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳
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(単位　：　千円)

受水費 県南西広域水道用水受水費
配水及び給 給料 2名
水費 手当 扶養手当

通勤手当
特殊勤務手当
時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
住居手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金
委託料 量水器取替委託料

水道事業待機委託料
管網維持管理委託料
管路情報管理委託料
建設残土処分委託料

賃借料 水道管埋設土地賃借料
修繕費 量水器取替補修

給配水管等漏水修理
消火栓修理

路面復旧費
材料費
補償金
補助金 給水管布設工事補助金

総係費 給料 4名
手当 管理職手当

扶養手当
通勤手当
特殊勤務手当
時間外勤務手当

△ 4,644

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳
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(単位　：　千円)

期末手当
勤勉手当
住居手当
児童手当
管理職員特別勤務手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金
公務災害補償負担金

旅費
公課費 自動車重量税
被服費
備消耗品費
燃料費
印刷製本費
委託料 水道企業会計等システム委託料

上下水道料金システム委託料
水道料金検針・徴収等委託料
Office Bank Value ｿﾌﾄ保守委託料

通信運搬費
手数料 口座振替手数料

自動払込取扱手数料
組戻・照会手数料
上下水道料金収納代行手数料
総合振込手数料
VALUX利用手数料
資金移動・照会サービス利用手数料
車検・点検手数料
ヤマトシステム手数料

使用料

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳
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(単位　：　千円)

修繕費 自動車修繕
食糧費
会費負担金 日本水道協会正会員会費負担金

会議等出席負担金
保険料 建物総合損害共済負担金

水道機械設備損害保険料
上水道施設賠償責任保険料
自動車自賠責保険料
全国市有物件災害共済分担金

交際費
貸倒引当金
繰入額

減価償却費 建物減価償
却費
構築物減価
償却費
機械及び装
置減価償却
費
車両運搬具
減価償却費
工具器具及
び備品減価
償却費

資産減耗費 棚卸資産減
耗費
固定資産除 下水道工事に伴う石綿管撤去工事
却費 配水管更新に伴う既存管除却による残

存価格の計上
その他営業 材料売却原
費用 価

雑支出
   計

△ 2,112

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳
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(款)  1 水道事業費用 (項)  2 営業外費用 (単位　：　千円)

支払利息及 企業債利息
び企業債取 一時借入金
扱諸費 利息

企業債手数
料及び取扱
費

水道事業審 報酬
議会費 備消耗品費

通信運搬費
食糧費

雑支出 不用品売却
原価
その他雑支
出

消費税 消費税
   計 △ 1,422

△ 1,732

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳
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(款)  1 水道事業費用 (項)  3 特別損失 (単位　：　千円)

固定資産売 固定資産売
却損 却損
過年度損益 過年度損益
修正損 修正損
   計

(款)  1 水道事業費用 (項)  4 予備費 (単位　：　千円)

予備費 予備費
   計
合      計

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳
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(款)  1 資本的収入 (項)  1 企業債 (単位　：　千円)

企業債 企業債 上水道事業債
          計

(款)  1 資本的収入 (項)  2 負担金 (単位　：　千円)

負担金 負担金 消火栓設置工事負担金
結城南部第二土地区画整理事業地内配
水管布設工事負担金

          計

収      入

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説                        明
区　　　　　分 金　　額

△ 5,990

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説                        明
区　　　　　分 金　　額

△ 5,990

－ 410 －



(款)  1 資本的収入 (項)  3 加入金 (単位　：　千円)

加入金 加入金
          計

(款)  1 資本的収入 (項)  4 補助金 (単位　：　千円)

補助金 県補助金 水道普及促進支援事業補助金
          計
      合      計

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説                        明
区　　　　　分 金　　額

説                        明
区　　　　　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節
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(款)  1 資本的支出 (項)  1 建設改良費 (単位　：　千円)

施設整備費 給料 1名
手当 管理職手当

扶養手当
通勤手当
期末手当
勤勉手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金
委託料 施設緊急調査委託料
工事請負費 本町浄水場及び林浄水場自動制御盤等

更新工事
林浄水場次亜貯留槽更新工事
林浄水場7号井ポンプ交換工事
林浄水場取水井水位計及び流入弁開度
計更新工事
施設緊急更新費

量水器費 量水器費 新規取付量水器
第４次拡張 給料 1名
事業費 手当 特殊勤務手当

時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
住居手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金

支      出

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

△ 49,309

－ 412 －



(単位　：　千円)

委託料 茨城県土木設計積算システム委託料
工事請負費 配水管布設工事

配水管更新 給料 2名
事業費 手当 通勤手当

特殊勤務手当
時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
住居手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金
委託料 上山川地内配水管布設替工事設計委託
工事請負費 配水管布設替工事

× 備品費 廃目
   計

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

△ 66,582

△ 35,293
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(款)  1 資本的支出 (項)  2 企業債償還金 (単位　：　千円)

企業債償還 企業債償還
金 金
   計

(款)  1 資本的支出 (項)  3 予備費 (単位　：　千円)

予備費 予備費
   計
合      計

(款)  1 資本的支出 (項)  × 国庫補助金返還金 (単位　：　千円)

× 国庫補助金 廃項
返還金
   計

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

△ 3,236

△ 3,236

△ 3,687

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

△ 3,687
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公 共 下 水 道 事 業 会 計





　（総則）

第１条　令和７年度結城市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 戸

（２） ｍ

（３） ｍ

（４） 円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

第１款 千円

千円

千円

支　　　出

第１款 千円

千円

千円

千円

　　第２項 営 業 外 費 用 ７２，１４０

　　第３項 予 備 費 ３，０００

　　第１項 営 業 費 用 １，２８７，９８７

主 要 な 建 設 改 良 事 業 ６６２，１３６，０００

下 水 道 事 業 収 益 １，３８１，６５８

　　第１項 営 業 収 益 ６６４，１８２

　　第２項 営 業 外 収 益 ７１７，４７６

下 水 道 事 業 費 用 １，３６３，１２７

一 日 平 均 処 理 水 量 １２，９３０

令和７年度　結城市公共下水道事業会計予算

水 洗 化 戸 数 １１，３９０

年 間 処 理 水 量 ４，７１９，３０９
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額３６０，３１９千円は、当年度分消費税及び地

　方消費税資本的収支調整額４０，４９１千円、過年度分損益勘定留保資金２８，７０９千円及び当年度分損益勘定留保資金２９１，１１９千円で補塡するものと

　する。）

収　　　入

第１款 千円

千円

千円

千円

支　　　出

第１款 千円

千円

千円

千円

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

証　券　発　行 きる。

起 債 の 目 的 限　　　度　　　額 起 債 の 方 法 利　　率 償　　還　　の　　方　　法

普　通　貸　借 4.0％ 　借入先の融資条件による。ただし、企業財政その他

公共下水道事業 又　　　は 以 内 の都合により繰上償還又は低利に借換えすることがで

　　第３項 予 備 費 ３，０００

　　第２項 企 業 債 償 還 金 ３９８，７８９

　　第２項 負 担 金 ５５，７０６

　　第３項 補 助 金 ２５７，５００

資 本 的 支 出 １，０６３，９２５

　　第１項 建 設 改 良 費 ６６２，１３６

　　第１項 企 業 債 ３９０，４００

資 本 的 収 入 ７０３，６０６
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　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　第１項

　第２項

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

　経なければならない。

千円

（他会計からの補助金）

第９条　公共下水道事業の運営費として、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１千円である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年２月２６日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　結城市長　　小　林　　　栄

営 業 費 用

営 業 外 費 用

　　１ 職 員 給 与 費 ７４，８４２
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公 共 下 水 道 事 業 会 計 説 明 資 料





収　　　　　入

下水道事業収益

営業収益

下水道使用料

雨水処理負担金

その他営業収益

営業外収益

受取利息及び配当金

国庫補助金

他会計負担金

消費税及び地方消費税

還付金

長期前受金戻入

他会計補助金

雑収益

項 目 予  定  額 （千円） 備               考

令和７年度　結城市公共下水道事業予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款
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支　　　　　出

下水道事業費用

営業費用

汚水管渠費

雨水管渠費

処理場費

総係費

減価償却費

資産減耗費

その他営業費用

営業外費用

支払利息及び企業債取

扱諸費

雑支出

消費税及び地方消費税

予備費

予備費

款 項 目 予  定  額 （千円） 備               考

－ 424 －



収　　　　　入

資本的収入

企業債

企業債

負担金

受益者負担金・分担金

他会計負担金

補助金

補助金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予  定  額 （千円） 備               考
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支　　　　　出

資本的支出

建設改良費

汚水管渠建設改良費

雨水管渠建設改良費

処理場建設改良費

企業債償還金

企業債償還金

予備費

予備費

款 項 目 予  定  額 （千円） 備               考
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     円      円      円

１.  営業収益

(１) 下水道使用料

(２) 雨水処理負担金

(３) その他営業収益

２.  営業費用

(１) 汚水管渠費

(２) 雨水管渠費

(３) 処理場費

(４) 総係費

(５) 減価償却費

(６) 資産減耗費

     営業損失

３.  営業外収益

(１) 受取利息及び配当金

(２) 国庫補助金

(３) 他会計負担金

(４) 長期前受金戻入

(５) 他会計補助金

(６) 雑収益

４.  営業外費用

(１) 支払利息及び企業債取扱諸費

(２) 雑支出

     経常利益

     当年度純利益

     前年度繰越利益剰余金

     当年度未処分利益剰余金

令和６年度　結城市公共下水道事業予定損益計算書

（ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで ）
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     円      円      円      円

     資産の部

１.  固定資産

(１) 有形固定資産

イ   土地

ロ   建物

     減価償却累計額 △ 190,548,077

ハ   構築物

     減価償却累計額 △ 2,734,395,834

ニ   機械及び装置

     減価償却累計額 △ 756,100,859

ホ   車両運搬具

     減価償却累計額 △ 1,153,375

ヘ   工具器具及び備品

     減価償却累計額 △ 3,189,897

ト   建設仮勘定

     有形固定資産合計

     固定資産合計

２.  流動資産

(１) 現金預金

(２) 未収金

     貸倒引当金 △ 3,325,444

(３) 前払金

     流動資産合計

     資産合計

令和６年度　結城市公共下水道事業予定貸借対照表

（ 令和７年３月３１日 ）

－ 428 －



     負債の部

３.  固定負債

(１) 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てるための企業債

ロ   その他の企業債

     企業債合計

     固定負債合計

４.  流動負債

(１) 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てるための企業債

ロ   その他の企業債

     企業債合計

(２) 未払金

(３) 引当金

イ   賞与引当金

     引当金合計

     流動負債合計

５.  繰延収益

(１) 長期前受金

(２) 長期前受金収益化累計額 △ 1,789,131,423

     繰延収益合計

     負債合計

     資本の部

６.  資本金
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７.  剰余金

(１) 資本剰余金

イ   受贈財産評価額

ロ   他会計負担金

ハ   他会計補助金

二   国庫補助金

     資本剰余金合計

(２) 利益剰余金

イ   減債積立金

ロ   当年度未処分利益剰余金

     利益剰余金合計

     剰余金合計

     資本合計

     負債資本合計
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令和６年度 結城市公共下水道事業注記表  
１ 重要な会計方針に係る事項

（１）有形固定資産の減価償却の方法

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 ５０年

構築物 １５～５０年

機械及び装置 ７～２０年

車両運搬具 ４～５年

工具、器具及び備品 ２～１５年

（２）引当金の計上方法

①退職給付引当金

職員の退職手当のうち追加的な費用については、一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

②賞与引当金

職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る共済組合負担金の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。

③貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率、貸倒懸念債権は簡便法により、破産更生債権等については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上している。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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２ 予定貸借対照表に関する注記

（１）賞与引当金の取り崩し

令和６年６月において、職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る共済組合負担金として８，１９４千円を支給するため、賞与引当金５，９６７千

円を取り崩す。
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     円      円      円

１.  営業収益

(１) 下水道使用料

(２) 雨水処理負担金

(３) その他営業収益

２.  営業費用

(１) 汚水管渠費

(２) 雨水管渠費

(３) 処理場費

(４) 総係費

(５) 減価償却費

(６) 資産減耗費

     営業損失

３.  営業外収益

(１) 受取利息及び配当金

(２) 国庫補助金

(３) 他会計負担金

(４) 長期前受金戻入

(５) 他会計補助金

(６) 雑収益

４.  営業外費用

(１) 支払利息及び企業債取扱諸費

(２) 雑支出

     経常利益

     当年度純利益

     前年度繰越利益剰余金

     当年度未処分利益剰余金

令和７年度　結城市公共下水道事業予定損益計算書

（ 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで ）
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     円      円      円      円

     資産の部

１.  固定資産

(１) 有形固定資産

イ   土地

ロ   建物

     減価償却累計額 △ 226,219,530

ハ   構築物

     減価償却累計額 △ 3,292,707,767

ニ   機械及び装置

     減価償却累計額 △ 886,647,315

ホ   車両運搬具

     減価償却累計額 △ 1,208,875

ヘ   工具器具及び備品

     減価償却累計額 △ 4,027,647

ト   建設仮勘定

     有形固定資産合計

     固定資産合計

２.  流動資産

(１) 現金預金

(２) 未収金

     貸倒引当金 △ 3,373,450

(３) 前払金

     流動資産合計

     資産合計

令和７年度　結城市公共下水道事業予定貸借対照表

（ 令和８年３月３１日 ）
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     負債の部

３.  固定負債

(１) 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てるための企業債

ロ   その他の企業債

     企業債合計

     固定負債合計

４.  流動負債

(１) 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てるための企業債

ロ   その他の企業債

     企業債合計

(２) 未払金

(３) 引当金

イ   賞与引当金

     引当金合計

     流動負債合計

５.  繰延収益

(１) 長期前受金

(２) 長期前受金収益化累計額 △ 2,131,607,431

     繰延収益合計

     負債合計

     資本の部

６.  資本金
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７.  剰余金

(１) 資本剰余金

イ   受贈財産評価額

ロ   他会計負担金

ハ   他会計補助金

二   国庫補助金

     資本剰余金合計

(２) 利益剰余金

イ   減債積立金

ロ   当年度未処分利益剰余金

     利益剰余金合計

     剰余金合計

     資本合計

     負債資本合計
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令和７年度 結城市公共下水道事業注記表  
１ 重要な会計方針に係る事項

（１）有形固定資産の減価償却の方法

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 ５０年

構築物 １５～５０年

機械及び装置 ７～２０年

車両運搬具 ４～５年

工具、器具及び備品 ２～１５年

（２）引当金の計上方法

①退職給付引当金

職員の退職手当のうち追加的な費用については、一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

②賞与引当金

職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る共済組合負担金の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。

③貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率、貸倒懸念債権は簡便法により、破産更生債権等については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上している。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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２ 予定貸借対照表に関する注記

（１）賞与引当金の取り崩し

令和７年６月において、職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る共済組合負担金として９，１１９千円を支給するため、賞与引当金５，７９９千

円を取り崩す。

－ 438 －



（単位：円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益

減価償却費

資産減耗費

長期前受金戻入額 △ 342,476,008

賞与引当金の増減額

貸倒引当金の増減額

未収金の増減額（△は増加） △ 9,347,851

未払金の増減額（△は減少）

受取利息及び配当金 △ 2,000

支払利息

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △ 71,707,825

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 851,090,548

受益者負担金等による収入

他会計負担金による収入

補助金による収入

特定収入に係る消費税及び地方消費税の圧縮記帳 △ 41,553,909

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 433,745,307

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入

建設改良企業債の償還による支出 △ 398,788,589

財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金増加額（又は減少額）

　資金期首残高

　資金期末残高

令和７年度　結城市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで ）
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給　 与　 費　 明　 細　 書

１　総　　　括

△ 441

△ 528

△ 969

△ 655

△ 1,155

△ 1,810

△ 1,817

△ 617

△ 2,434

△ 10

△ 214

△ 627

△ 841

△ 1

△ 1

法定福利費

(千　　円)

合　　　計

(千　　円)
報　酬

(千 円)

給　料 手　当 計

(千 円) (千 円) (千 円)

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費職　　員　　数

特別職 一般職

（人） （人）

△ 32 △ 336 △ 3 △ 50

（千円）

手 当 手 当

（千円）

手 当 手 当 別勤務手当

比 較 △ 120 △ 354 △ 80

前 年 度

本 年 度

手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合　　計
期 末 勤 勉 住 居 児 童 管理職員特地 域

（千円） （千円） （千円） （千円）

管 理 職 扶 養 通 勤 特殊勤務 時 間 外
手

当

の

内

訳

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 勤務手当

区 分

合　　　計

合　　　計

比

較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　計
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２　給料及び手当の増減額の明細

給与改定に伴う増減分

普通昇給に伴う増減分

その他の増減分

その他の増減分

３　給料及び手当の状況

 （１） 職員１人当り給与

円

円

才

円

円

才

△ 173

平 均 年 齢

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

６ 年 １ 月 １ 日現在 平 均 給 与 月 額

区 分 行 政 職

平 均 給 料 月 額

７ 年 １ 月 １ 日現在 平 均 給 与 月 額

給 料 △ 2,434

区 分 説 明 備 考
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

（千円） 　（千円）

職員手当

△ 3,297 新陳代謝に係る分
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 （２） 初任給

円 円

円 円

 （３） 級別職員数

（級別の基準となる職務内容）

次 長
部 長行 政 職

技 師
主 事 補

技 師 主 幹 係　　長 室 長 課 長
技 師 補

主 事
主 事 係 長 課長補佐 課 長

５ 級 ６ 級 ７ 級区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

計

６ 級

７ 級

７年１月１日現在
４ 級

５ 級

３ 級

２ 級

１ 級

区 分
級 職員数(人) 構成比(％)

区　　　　　分 行　　政　　職
一 般 会 計 の 制 度

行 政 職

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職
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　（４） 期末手当・勤勉手当

　（５） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　（６） その他の手当

備 考
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

特 別 昇 給加 算 措 置 等月分月分月分

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 差 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

地 域 手 当 同 じ

国 の 制 度 定年前早期退職
特　例　措　置（支給率等）

支 給 率 等
定年前早期退職
特　例　措　置

有

区　　分
そ の 他 の 退 職 時

国 の 制 度

月分

本 年 度 有

前 年 度 有

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計（月分）
職制上の段階、職務の

備 考
６ 月(月分） １２ 月(月分）

級等による加算措置

－ 443 －



過年度議決分

事       項

期  間 金  額 期  間 金  額 国県支出金 企 業 債 そ の 他

下 水 浄 化 セ ン タ ー

       －        －        －

運 転 管 理 委 託

       －

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令和７年度

 から令和９

 年度まで

限        度        額 支払義務発生（見込）額 支 払 義 務 発 生 予 定 額 特    定    財    源

前 年 度 末 ま で の

　　　　　（単位：千円）

当 該 年 度 以 降 の 左     の     財     源     内     訳

一 般 財 源

       －
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区 分 借 入 年 度 借 入 額 償 還 金 現 額

平 成 年 度 円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

企　　業　　債　　借　　入　　額
（令和8年3月31日）

政府債
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区 分 借 入 年 度 借 入 額 償 還 金 現 額

平 成 年 度

令 和 元 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

小 計

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

小 計

地方公共団体
金融機構資金
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区 分 借 入 年 度 借 入 額 償 還 金 現 額

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

令 和 元 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

小 計

合                     計

民間資金
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(款)  1 下水道事業収益 (項)  1 営業収益 (単位　：　千円)

下水道使用料 下水道使用料
雨水処理負担金 雨水処理負担金
その他営業収益 手数料 督促手数料

排水設備等計画確認手数料
排水設備等検査手数料
指定工事店更新手数料
指定工事店登録手数料
区域外証明書発行手数料

雑収益
          計 △ 23,411

△ 25,439

前　年　度 比　　較
金　　額

節
説                        明

収      入

目
区　　　　　分

本　年　度
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(款)  1 下水道事業収益 (項)  2 営業外収益 (単位　：　千円)

受取利息及び配当金 預金利息
国庫補助金 国庫補助金 防災・安全交付金
他会計負担金 他会計負担金 一般会計負担金
消費税及び地方消費 消費税還付金
税還付金
長期前受金戻入 受贈財産評価額戻入

受益者負担金及び分
担金戻入
他会計負担金戻入
他会計補助金戻入
国庫補助金戻入
県補助金戻入

他会計補助金 他会計補助金
雑収益 その他雑収益
          計
      合      計

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説                        明
区　　　　　分 金　　額

△ 13,350

△ 11,563

－ 449 －



(款)  1 下水道事業費用 (項)  1 営業費用 (単位　：　千円)

汚水管渠費 給料 1名
手当 通勤手当

時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金
委託料 下水道台帳更新委託料

汚水管渠清掃委託料
雨天時侵入水調査委託料
コンポストセンター残土運搬委託料

賃借料 汚水施設土地借上料
修繕費 公共下水道人孔補修及び調整補修

汚水桝補修
汚水施設維持補修
レベル校正

材料費
雨水管渠費 委託料 柳堀清掃管理委託料

柳堀流末清掃委託料
逆井調整池マンホールポンプ清掃委託
料
雨水幹線等草刈清掃委託料
雨水施設管理委託料
内水排水用エンジンポンプ管理委託料
雨水管渠清掃委託料
排水ポンプ車保守点検委託料
内水被害対応委託料

通信運搬費
修繕費 逆井雨水マンホールポンプ維持修繕

雨水施設維持補修

△ 38,775

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

支      出

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳

(単位　：　千円)

逆井調整池水路補修
光熱水費
負担金 絹西維持管理組合負担金

結城用水西幹線維持管理組合負担金
処理場費 委託料 下水浄化センター運転管理委託料

し渣・沈砂処分委託料
最終沈殿池ピット清掃委託料
沈砂池ピット清掃委託料
植栽剪定委託料
自家用電気工作物保安委託料
非常用発電機管理委託料
脱水ケーキ処分委託料
臭気調査委託料
脱水ケーキ等放射能測定委託料
蜂駆除委託料
マルチガスモニター点検委託料
マンホールポンプ場水位計点検委託料

修繕費 下水浄化センター等施設修繕
動力費

総係費 給料 4名
手当 管理職手当

扶養手当
通勤手当
時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
管理職員特別勤務手当
児童手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
報酬 下水道事業審議委員報酬

下水浄化センター環境保全委員報酬

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳
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(単位　：　千円)

逆井調整池水路補修
光熱水費
負担金 絹西維持管理組合負担金

結城用水西幹線維持管理組合負担金
処理場費 委託料 下水浄化センター運転管理委託料

し渣・沈砂処分委託料
最終沈殿池ピット清掃委託料
沈砂池ピット清掃委託料
植栽剪定委託料
自家用電気工作物保安委託料
非常用発電機管理委託料
脱水ケーキ処分委託料
臭気調査委託料
脱水ケーキ等放射能測定委託料
蜂駆除委託料
マルチガスモニター点検委託料
マンホールポンプ場水位計点検委託料

修繕費 下水浄化センター等施設修繕
動力費

総係費 給料 4名
手当 管理職手当

扶養手当
通勤手当
時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
管理職員特別勤務手当
児童手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
報酬 下水道事業審議委員報酬

下水浄化センター環境保全委員報酬

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳
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(単位　：　千円)

法定福利費 共済組合負担金
退職手当組合負担金
公務災害補償負担金

旅費
公課費
被服費
備消耗品費
燃料費
印刷製本費
委託料 ホタル祭り看板作成委託料

企業会計事務電算委託料
下水道使用料徴収委託料

通信運搬費
手数料 ホタル祭り花火打上手数料

資金移動・照会サービス利用手数料
受益者負担金振替手数料
口座振込手数料
車検等手数料

使用料
賃借料 ホタル祭り機械器具借上料
修繕費 自動車修繕

フォークリフト修繕
補助金 公共下水道接続支援補助金
食糧費
保険料 建物総合共済分担金

下水道賠償責任保険料
自賠責保険料
自動車任意保険料

貸倒引当金
繰入額
負担金 県下水道協会負担金

日本下水道協会負担金
県下水道整備促進協議会負担金

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳

(単位　：　千円)

下水浄化センター周辺環境改善対策負
担金

研修費
報償費

減価償却費 建物減価償
却費
構築物減価
償却費
機械及び装
置減価償却
費
車両運搬具
減価償却費
工具器具及
び備品減価
償却費

資産減耗費 固定資産除
却費

その他営業 雑支出
費用
   計

△ 740

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳

－ 452 －



(単位　：　千円)

下水浄化センター周辺環境改善対策負
担金

研修費
報償費

減価償却費 建物減価償
却費
構築物減価
償却費
機械及び装
置減価償却
費
車両運搬具
減価償却費
工具器具及
び備品減価
償却費

資産減耗費 固定資産除
却費

その他営業 雑支出
費用
   計

△ 740

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳

－ 453 －



(款)  1 下水道事業費用 (項)  2 営業外費用 (単位　：　千円)

支払利息及 企業債利息
び企業債取 一時借入金
扱諸費 利息
雑支出 その他雑支

出
消費税及び 消費税及び
地方消費税 地方消費税
   計

(款)  1 下水道事業費用 (項)  3 予備費 (単位　：　千円)

予備費 予備費
   計
合      計

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳

△ 1,887

△ 100

△ 1,787

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳

－ 454 －



(款)  1 資本的収入 (項)  1 企業債 (単位　：　千円)

企業債 企業債 下水道事業債
特別措置分

          計

(款)  1 資本的収入 (項)  2 負担金 (単位　：　千円)

受益者負担金・分担 受益者負担金
金 受益者分担金
他会計負担金 他会計負担金 一般会計負担金
          計

(款)  1 資本的収入 (項)  3 補助金 (単位　：　千円)

補助金 国庫補助金 社会資本整備総合交付金
防災・安全交付金

県補助金 市町村下水道整備支援事業費補助金
          計
      合      計

△ 115,650
△ 204,714

節
説                        明

区　　　　　分 金　　額

△ 115,650

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

△ 4,564
△ 2,079

節
説                        明

区　　　　　分 金　　額

△ 2,485

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

△ 84,500

説                        明
区　　　　　分 金　　額

△ 84,500

収      入

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節
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(款)  1 資本的支出 (項)  1 建設改良費 (単位　：　千円)

汚水管渠建 給料 2名
設改良費 手当 扶養手当

通勤手当
時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
住居手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金
委託料 パソコンソフト更新保守委託料

家屋補償費積算委託料
受益者負担金事務電算委託料

工事請負費 公共下水道汚水施設工事
公共下水道汚水施設附帯工事

報償費
雨水管渠建 給料 1名
設改良費 手当 通勤手当

時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金
工事請負費 公共下水道雨水施設工事

公共下水道雨水施設附帯工事
処理場建設 給料 1名
改良費

△ 312,459

△ 26,187

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

支      出

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳

(単位　：　千円)

手当 扶養手当
通勤手当
時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金
× 固定資産購 廃目

入費
   計 △ 197,516

△ 132

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳
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(単位　：　千円)

手当 扶養手当
通勤手当
時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金
× 固定資産購 廃目

入費
   計 △ 197,516

△ 132

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳

－ 457 －



(款)  1 資本的支出 (項)  2 企業債償還金 (単位　：　千円)

企業債償還 企業債償還
金 金
   計

(款)  1 資本的支出 (項)  3 予備費 (単位　：　千円)

予備費 予備費
   計
合      計 △ 235,612

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳

△ 38,096

△ 38,096

節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳

－ 458 －



農 業 集 落 排 水 事 業 会 計





　（総則）

第１条　令和７年度結城市農業集落排水事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 戸

（２） ｍ

（３） ｍ

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

第１款 千円

千円

千円

支　　　出

第１款 千円

千円

千円

千円

一 日 平 均 処 理 水 量 ７３６

令和７年度　結城市農業集落排水事業会計予算

水 洗 化 戸 数 ７７４

年 間 処 理 水 量 ２６８，５２８

　　第１項 営 業 費 用 １５１，０４９

農業集落排水事業収益 １６５，５０８

　　第１項 営 業 収 益 ４３，０９８

　　第２項 営 業 外 収 益 １２２，４１０

農業集落排水事業費用 １６５，５０８

　　第２項 営 業 外 費 用 １３，９５９

　　第３項 予 備 費 ５００
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額３１，３１２千円は、過年度分損益勘定留保資

　金６０千円及び当年度分損益勘定留保資金３１，２５２千円で補塡するものとする。）

収　　　入

第１款 千円

千円

千円

千円

支　　　出

第１款 千円

千円

　（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　第１項

　第２項

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

　経なければならない。

千円

資 本 的 収 入 ２３，３６４

繰 入 金 ７，７９８

　　第１項

資 本 的 支 出 ５４，６７６

　　第１項 負 担 金 ４９６

　　第２項 補 助 金 １５，０７０

企 業 債 償 還 金 ５４，６７６

　　第３項

営 業 費 用

営 業 外 費 用

　　１ 職 員 給 与 費 ５，８３３
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（他会計からの補助金）

第８条　農業集落排水事業の運営費として、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２３，９５６千円である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年２月２６日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　結城市長　　小　林　　　栄
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農業集落排水事業会計説明資料





収　　　　　入

農業集落排水事業収益

営業収益

農業集落排水使用料

その他営業収益

営業外収益

受取利息及び配当金

県補助金

他会計負担金

長期前受金戻入

他会計補助金

雑収益

項 目 予  定  額 （千円） 備               考

令和７年度　結城市農業集落排水事業予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款
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支　　　　　出

農業集落排水事業費用

営業費用

管渠費

処理場費

総係費

減価償却費

営業外費用

支払利息及び企業債取

扱諸費

雑支出

消費税及び地方消費税

予備費

予備費

款 項 目 予  定  額 （千円） 備               考

－ 468 －



収　　　　　入

資本的収入

負担金

他会計負担金

補助金

補助金

繰入金

基金繰入金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予  定  額 （千円） 備               考
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支　　　　　出

資本的支出

企業債償還金

企業債償還金

款 項 目 予  定  額 （千円） 備               考
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     円      円      円

１.  営業収益

(１) 農業集落排水使用料

(２) その他営業収益

２.  営業費用

(１)管渠費

(２)処理場費

(３)総係費

(４)減価償却費

     営業損失

３.  営業外収益

(１) 受取利息及び配当金

(２) 県補助金

(３) 他会計負担金

(４) 長期前受金戻入

(５) 他会計補助金

(６) 雑収益

４.  営業外費用

(１) 支払利息及び企業債取扱諸費

(２) 雑支出

     経常利益

５.  特別損失

(１) その他特別損失

     当年度純利益

     前年度繰越利益剰余金

     当年度未処分利益剰余金

令和６年度　結城市農業集落排水事業予定損益計算書

（ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで ）
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     円      円      円      円

     資産の部

１.  固定資産

(１) 有形固定資産

イ   土地

ロ   建物

     減価償却累計額 △ 1,242,311

ハ   構築物

     減価償却累計額 △ 59,296,497

ニ   機械及び装置

     減価償却累計額 △ 32,786,659

ホ   建設仮勘定

     有形固定資産合計

(２) 投資その他の資産

イ   基金

     投資その他の資産合計

     固定資産合計

２.  流動資産

(１) 現金預金

(２) 未収金

     貸倒引当金 △ 759,606

     流動資産合計

     資産合計

     負債の部

令和６年度　結城市農業集落排水事業予定貸借対照表

（ 令和７年３月３１日 ）

－ 472 －



３.  固定負債

(１) 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てるための企業債

     企業債合計

     固定負債合計

４.  流動負債

(１) 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てるための企業債

     企業債合計

(２) 未払金

(３) 引当金

イ   賞与引当金

     引当金合計

     流動負債合計

５.  繰延収益

(１) 長期前受金

(２) 長期前受金収益化累計額 △ 59,777,400

     繰延収益合計

     負債合計

     資本の部

６.  資本金

７.  剰余金

(１) 資本剰余金

イ　  受益者分担金

ロ　  他会計負担金
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ハ　  他会計補助金

二　  国庫補助金

ホ　  県補助金

     資本剰余金合計

(２) 利益剰余金

イ   当年度未処分利益剰余金

     利益剰余金合計

     剰余金合計

     資本合計

     負債資本合計
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令和６年度 結城市農業集落排水事業注記表  
１ 重要な会計方針に係る事項

（１）有形固定資産の減価償却の方法

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 ５０年

構築物 １５～５０年

機械及び装置 ７～２０年

（２）引当金の計上方法

①退職給付引当金

職員の退職手当のうち追加的な費用については、一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

②賞与引当金

職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る共済組合負担金の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。

③貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率、貸倒懸念債権は簡便法により、破産更生債権等については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上している。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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     円      円      円

１.  営業収益

(１) 農業集落排水使用料

(２) その他営業収益

２.  営業費用

(１)管渠費

(２)処理場費

(３)総係費

(４)減価償却費

     営業損失

３.  営業外収益

(１) 受取利息及び配当金

(２) 県補助金

(３) 他会計負担金

(４) 長期前受金戻入

(５) 他会計補助金

(６) 雑収益

４.  営業外費用

(１) 支払利息及び企業債取扱諸費

(２) 雑支出

     経常利益

     当年度純利益

     前年度繰越利益剰余金

     当年度未処分利益剰余金

令和７年度　結城市農業集落排水事業予定損益計算書

（ 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで ）
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     円      円      円      円

     資産の部

１.  固定資産

(１) 有形固定資産

イ   土地

ロ   建物

     減価償却累計額 △ 2,484,622

ハ   構築物

     減価償却累計額 △ 118,592,994

ニ   機械及び装置

     減価償却累計額 △ 65,573,318

ホ   建設仮勘定

     有形固定資産合計

(２) 投資その他の資産

イ   基金

     投資その他の資産合計

     固定資産合計

２.  流動資産

(１) 現金預金

(２) 未収金

     貸倒引当金 △ 1,140,931

     流動資産合計

     資産合計

     負債の部

令和７年度　結城市農業集落排水事業予定貸借対照表

（ 令和８年３月３１日 ）
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３.  固定負債

(１) 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てるための企業債

     企業債合計

     固定負債合計

４.  流動負債

(１) 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てるための企業債

     企業債合計

(２) 未払金

(３) 引当金

イ   賞与引当金

     引当金合計

     流動負債合計

５.  繰延収益

(１) 長期前受金

(２) 長期前受金収益化累計額 △ 120,372,800

     繰延収益合計

     負債合計

     資本の部

６.  資本金

７.  剰余金

(１) 資本剰余金

イ　  受益者分担金

ロ　  他会計負担金
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ハ　  他会計補助金

二　  国庫補助金

ホ　  県補助金

     資本剰余金合計

(２) 利益剰余金

イ   減債積立金

ロ   当年度未処分利益剰余金

     利益剰余金合計

     剰余金合計

     資本合計

     負債資本合計
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令和７年度 結城市農業集落排水事業注記表  
１ 重要な会計方針に係る事項

（１）有形固定資産の減価償却の方法

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 ５０年

構築物 １５～５０年

機械及び装置 ７～２０年

（２）引当金の計上方法

①退職給付引当金

職員の退職手当のうち追加的な費用については、一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

②賞与引当金

職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る共済組合負担金の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。

③貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率、貸倒懸念債権は簡便法により、破産更生債権等については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上している。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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２ 予定貸借対照表に関する注記

（１）賞与引当金の取り崩し

令和 年６月において、職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る共済組合負担金として６８０千円を支給するため、賞与引当金４０９千円を取り

崩す。
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（単位：円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益

減価償却費

長期前受金戻入額 △ 60,595,400

賞与引当金の増減額

貸倒引当金の増減額

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

受取利息及び配当金 △ 1,000

支払利息

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △ 11,679,312

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

投資その他の資産への支出

他会計負担金による収入

補助金による収入

投資その他の資産からの収入

特定収入に係る消費税及び地方消費税の圧縮記帳 △ 1,370,000

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入

建設改良企業債の償還による支出 △ 54,675,115

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 54,675,115

　資金増加額（又は減少額）

　資金期首残高

　資金期末残高

令和７年度　結城市農業集落排水事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで ）
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給　 与　 費　 明　 細　 書

１　総　　　括

比 較

前 年 度

別勤務手当

（千円） （千円） （千円）

本 年 度

管理職員特地 域
合　　計

手

当

の

内

訳

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

勤務手当 手 当 手 当 手 当 手 当
管 理 職 扶 養 通 勤 特殊勤務 時 間 外 期 末 勤 勉 住 居 児 童

合　　　計

比

較

損益勘定支弁職員

合　　　計

資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員
前
年
度

損益勘定支弁職員

本
年
度

合　　　計

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

法定福利費

(千　　円)

合　　　計

(千　　円)
区 分 特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） (千 円) (千 円) (千 円) (千 円)

職　　員　　数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
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２　給料及び手当の増減額の明細

給与改定に伴う増減分

普通昇給に伴う増減分

その他の増減分

３　給料及び手当の状況

 （１） 職員１人当り給与

円

円

才

円

円

才平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

７ 年 １ 月 １ 日現在 平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

６ 年 １ 月 １ 日現在 平 均 給 与 月 額

職員手当

区 分 行 政 職

備 考
（千円） 　（千円）

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明

給 料
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 （２） 初任給

円 円

円 円

 （３） 級別職員数

技 師 補

部 長行 政 職
技 師
主 事 補

技 師 主 幹 係　　長 室 長 課 長

６ 級 ７ 級

主 事
主 事 係 長 課長補佐 課 長 次 長

５ 級区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

（級別の基準となる職務内容）

６ 級

７ 級

計

７年１月１日現在
４ 級

５ 級

３ 級

２ 級

１ 級

区 分
級 職員数(人) 構成比(％)

区　　　　　分 行　　政　　職
一 般 会 計 の 制 度

行 政 職

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職
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　（４） 期末手当・勤勉手当

　（５） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　（６） その他の手当

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 差 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

地 域 手 当 同 じ

国 の 制 度 定年前早期退職
特　例　措　置（支給率等）

定年前早期退職
特　例　措　置

支 給 率 等

そ の 他 の 退 職 時
備 考

月分 月分 月分 月分 加 算 措 置 等 特 別 昇 給

国 の 制 度 有

区　　分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

本 年 度 有

前 年 度 有

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計（月分）
職制上の段階、職務の

備 考
６ 月(月分） １２ 月(月分）

級等による加算措置
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区 分 借 入 年 度 借 入 額 償 還 金 現 額

平 成 年 度 円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

小 計

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

企　　業　　債　　借　　入　　額
（令和8年3月31日）

地方公共団体
金融機構資金

政府債
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区 分 借 入 年 度 借 入 額 償 還 金 現 額

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

小 計

令 和 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

小 計

合                     計

民間資金
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(款)  1 農業集落排水事業収益 (項)  1 営業収益 (単位　：　千円)

農業集落排水使用料 農業集落排水使用料
その他営業収益 手数料 排水設備等計画確認手数料

排水設備等検査手数料
証明書発行手数料

          計

(款)  1 農業集落排水事業収益 (項)  2 営業外収益 (単位　：　千円)

受取利息及び配当金 預金利息
県補助金 県補助金 団体営農業集落排水事業費補助金
他会計負担金 他会計負担金 一般会計負担金
長期前受金戻入 農業集落排水事業分

担金戻入
他会計補助金戻入
国庫補助金戻入
県補助金戻入
寄付金戻入

他会計補助金 他会計補助金
雑収益 その他雑収益
          計
      合      計

△ 2,777
△ 2,712

△ 6,604

△ 455

説                        明
区　　　　　分 金　　額

△ 1

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

金　　額

節
説                        明

収      入

目
区　　　　　分

本　年　度 前　年　度 比　　較
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(款)  1 農業集落排水事業費用 (項)  1 営業費用 (単位　：　千円)

管渠費 修繕費 農集排管路舗装補修
人孔補修

処理場費 備消耗品費
委託料 大戦防・武井南地区農業集落排水処理

施設委託料
矢畑地区農業集落排水処理施設委託料
江川南地区農業集落排水処理施設委託
料
最適整備構想委託料
消防用設備保守点検委託料

通信運搬費
手数料
修繕費 農業集落排水処理施設修繕
動力費
光熱水費

総係費 給料 1名
手当 通勤手当

時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
住居手当
地域手当

賞与引当金 期末手当引当金繰入額
繰入額 勤勉手当引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額
法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金
公務災害補償負担金

旅費
備消耗品費
印刷製本費
委託料 企業会計事務電算委託料

農集排使用料徴収委託料

支      出

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他
△ 1,210

△ 233
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(単位　：　千円)

通信運搬費
手数料 収納手数料

資金移動・照会サービス手数料
口座振込手数料

保険料 建物総合共済分担金
下水道賠償責任保険料

貸倒引当金
繰入額
負担金 地域環境資源センター負担金

農業集落排水事業連絡協議会負担金
施設賠償責任保険免責金

減価償却費 建物減価償
却費
構築物減価
償却費
機械及び装
置減価償却
費

   計

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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(款)  1 農業集落排水事業費用 (項)  2 営業外費用 (単位　：　千円)

支払利息及 企業債利息
び企業債取
扱諸費
雑支出 その他雑支

出
消費税及び 消費税及び
地方消費税 地方消費税
   計

(款)  1 農業集落排水事業費用 (項)  3 予備費 (単位　：　千円)

予備費 予備費
   計
合      計

(款)  1 農業集落排水事業費用 (項)  × 特別損失 (単位　：　千円)

× その他特別 廃項
損失
   計

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他
△ 1,006

△ 489

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

△ 2,712

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他
△ 4,889

△ 4,889
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(款)  1 資本的収入 (項)  1 負担金 (単位　：　千円)

他会計負担金 他会計負担金 一般会計負担金
          計

(款)  1 資本的収入 (項)  2 補助金 (単位　：　千円)

補助金 他会計補助金 一般会計補助金
          計

(款)  1 資本的収入 (項)  3 繰入金 (単位　：　千円)

基金繰入金 減債基金繰入金
          計
      合      計

収      入

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説                        明
区　　　　　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説                        明
区　　　　　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説                        明
区　　　　　分 金　　額

△ 2,202
△ 2,202
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(款)  1 資本的支出 (項)  1 企業債償還金 (単位　：　千円)

企業債償還 企業債償還
金 金
   計

(款)  1 資本的支出 (項)  × 基金積立金 (単位　：　千円)

× 基金積立金 廃項
   計
合      計

支      出

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説                        明特 定 財 源
一般財源 区　　　　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他
△ 3
△ 3
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